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連結株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

                                                                                      （単位：百万円）

株      主      資      本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本合
計

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

為替換算調
整勘定

その他の包
括利益累計

額合計

当 期 首 残 高 8,933 3,345 59,984 △525 71,738 262 △8 - 253 200 72,191

当 期 変 動 額

新株の発行(新株
予約権の行使)

11 11 23 23

剰余金の配
当

△1,560 △1,560 △1,560

親会社株主に帰属
する当期純利益

10,301 10,301 10,301

自己株式の取得 △6,308 △6,308 △6,308

自己株式の消却 △6,834 6,834 － －

株主資本以外の項目
の当連結会計年度変
動 額 ( 純 額 )

△114 1 2 △110 72 △37

当期変動額合
計

11 11 1,907 525 2,455 △114 1 2 △110 72 2,418

当 期 末 残 高 8,944 3,357 61,891 △0 74,193 147 △7 2 142 272 74,609
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連結注記表

Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1.　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 16社

主要な連結子会社の名称

　株式会社ゲオ、株式会社ゲオネットワークス

なお、有限会社プルークについては、前連結会計年度まで非連結子会社でしたが、

重要性が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

また、株式会社ゲオクリア及び株式会社ブンゾウについては、会社の新設により

当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

　有限会社ヴォガ

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないためであります。

2.　持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 １社

会社等の名称

　株式会社ティー・アンド・ジー

(2）持分法を適用していない非連結子会社の名称等

主要な会社等の名称

有限会社ヴォガ

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、株式会社ファミリーブックの決算日は９月末日であります。

　連結計算書類の作成にあたって、株式会社ファミリーブックについては連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

　他の連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。
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4.　会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ…時価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

リユース事業の商品…単品管理商品については個別法による原価法(貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定)、その他の商品については主として月次総平均法による原

価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定)

書籍…売価還元法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定)

その他の商品…主として月次総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

(2）固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産を除く）

　レンタル用資産

　レンタルＤＶＤについては、経済的使用価値を勘案し、ＤＶＤ（レンタル事業に供

したもの）の償却残高（帳簿価額）の総額に対して、会社独自の償却率（耐用年数24

ヶ月）による定率法によって月次で償却しております。また、レンタルＣＤについて

は、購入時に一括償却する方法によっております。

上記以外の有形固定資産

　定率法によっております。

  ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており

ます。取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均

等償却する方法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２年～47年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェア

　自社における見込利用可能期間（１年～５年）に基づく定額法によっております。

上記以外の無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。
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(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべ

き額を計上しております。

(4）重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の
要件を満たしている場合には、特例処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……………金利スワップ
ヘッジ対象……………借入金

③　ヘッジ方針
　主に当社の内規で定める管理規程に基づき金利変動リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段及びヘッジ対象については、個別取引ごとヘッジ効果を検証しておりま
す。
　ただし、金利スワップで特例処理の要件を満たしているものは、有効性の評価を省
略しております。

(5）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ.表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「受取保
険金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の｢受取保険金｣は172百万円であります。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を

当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰
延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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Ⅲ.連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 137,720百万円

Ⅳ.連結損益計算書に関する注記
　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

神奈川県川崎市川崎区　

他278件
店舗 建物及び構築物等 638

埼玉県鴻巣市他6件 賃貸用資産 建物及び構築物、土地 95

愛知県名古屋市中区 その他
投資その他の資産（そ

の他）等
11

合計 744

　資産のグルーピングは、主として店舗単位とし、賃貸用資産に関しては、各物件毎にグルーピ

ングしております。映像コンテンツに関しては、各連結会社毎にグルーピングしております。

　営業活動による損益が継続してマイナスとなる店舗、及び閉店、売却する事が決定した店舗に

ついては帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（638百万円）として特別損

失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物538百万円、その他99百万円であります。

　賃貸損益が継続してマイナスとなる賃貸用資産、及び閉店、売却する事が決定した賃貸用資産

については当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（95百万円）

として特別損失に計上いたしました。その内訳は、土地51百万円、建物及び構築物43百万円であ

ります。

　なお、当該資産の回収可能価額は使用価値と正味売却価額とのいずれか高い価額により測定し

ており、使用価値は、将来キャッシュ・フローを7.4％で割り引いて算定し、正味売却価額は、公

示価格等に基づいて算定しております。
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Ⅴ.連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　43,882,588株

(注)新株予約権の権利行使により、当連結会計年度末の発行済株式の総数は21,900株増加

し、自己株式の消却により4,489,012株減少して43,882,588株となっております。

2. 剰余金の配当に関する事項

(1）配当金支払額等

①2018年６月27日開催の第30期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 814百万円

・１株当たり配当金額 17円

・基準日 2018年３月31日

・効力発生日 2018年６月28日

②2018年11月９日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 745百万円

・１株当たり配当金額 17円

・基準日 2018年９月30日

・効力発生日 2018年12月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
2019年６月25日開催の第31期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 746百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当金額 17円

・基準日 2019年３月31日

・効力発生日 2019年６月26日

3. 当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）

の目的となる株式の種類及び数

　 普通株式　584,600株
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Ⅵ.金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を

調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバ

ティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針

であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、また、敷金及び保証金は、顧客の信用リスクに晒

されております。

取引先企業等に対し長期貸付を行っております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが数ヶ月以内の支払期日であります。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調

達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後16年１ヶ月後であります。このうち

一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取

引）を利用してヘッジしております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権及び長期貸付金、敷金及び保証金について、各事業部門における営

業管理部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び

残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ

ております。連結子会社においても、同様の管理を行っております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。なお、連結子会

社においても、同様の管理を行っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。

連結貸借対照表

計上額

（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 35,789 35,789 －

(2）受取手形及び売掛金 6,251 6,251 －

(3）長期貸付金 1,838

貸倒引当金 ※1 △78

1,760 1,843 82

(4）敷金及び保証金 15,576

貸倒引当金 ※1 △85

15,491 15,335 △155

　資産計 59,292 59,219 △73

(1）買掛金 11,484 11,484 －

(2）未払法人税等 3,001 3,001 －

(3）長期借入金

１年内返済予定の長期借入金 4,203

長期借入金 21,193

長期借入金合計 25,397 25,293 △104

(4）リース債務

リース債務（流動負債） 107

リース債務（固定負債） 1,304

リース債務合計 1,411 1,910 499

　負債計 41,294 41,689 395

デリバティブ取引 ※2 (10) (10) -

  ※1　長期貸付金、敷金及び保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
  ※2　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務を純額で表示しており、合計で正味の債

務となる場合には( )で示しております。
（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期貸付金、(4) 敷金及び保証金
これらの時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ご

とに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り
引いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権については、同様の割
引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収
見込額等により、時価を算定しております。
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負　債
(1) 買掛金、（2）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金、(4) リース債務
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、長期借入金
について金利スワップの特例処理を行っているものは、当該金利スワップを一体とし
て処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しております。また、リース債務（流動負債）は流動負
債の「その他」に含まれております。

デリバティブ取引

  デリバティブ取引として、金利スワップの特例処理による取引がありますが、ヘッジ

対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借

入金の時価に含めて記載しております。

  また、繰延ヘッジ処理によるものは、取引先金融機関から提示された価格等に基づき

算定をしております。

Ⅶ.賃貸等不動産に関する注記
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビルや賃

貸用の商業施設（土地を含む）を所有しております。2019年３月期における当該賃貸等不動産

に関する賃貸損益は300百万円（賃貸収益718百万円は営業外収益に、主な賃貸費用418百万円は

営業外費用に計上）であります。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

（百万円）当連結会計年度期首残高
（百万円）

当連結会計年度増減額
（百万円）

当連結会計年度末残高
（百万円）

6,468 △782 5,686 7,079

(注)　1.  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。

2.  当連結会計年度の増減額は、不動産売却等による減少額が294百万円であります。

3.  当連結会計年度末の時価は、主な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定

評価等に基づく金額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映して

いると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。
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Ⅷ.１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 1,693円99銭

2. １株当たり当期純利益 229円62銭

Ⅸ.重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

Ⅹ.その他の注記
1.資産除去債務関係

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
（1）当該資産除去債務の概要

  当社グループは、店舗及び事務所等について賃貸借契約に基づき原状回復義務を負って
おり、当該契約における賃貸借期間終了時の原状回復義務に関し資産除去債務を計上して
おります。

（2）当該資産除去債務の金額の算定
  使用見込期間を当該契約の期間及び建物の耐用年数に応じて２年～39年と見積もり、割
引率は0.0％～2.4％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

（3）当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
　期首残高 6,290 百万円
　有形固定資産の取得に伴う増加額 238 百万円
　新規連結子会社による増加額 7 百万円
　時の経過による調整額 40 百万円
　資産除去債務の履行による減少額 △113 百万円
　期末残高 6,463 百万円

2.記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 8,933 2,541 2,541 53 100 22,447 22,600 △525 33,549

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予
約 権 の 行 使 )

11 11 11 23

剰余金の配当 △1,560 △1,560 △1,560

当 期 純 利 益 1,298 1,298 1,298

自己株式の取得 △6,308 △6,308

自己株式の消却 △6,834 △6,834 6,834 －

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

当期変動額合計 11 11 11 － － △7,095 △7,095 525 △6,547

当 期 末 残 高 8,944 2,552 2,552 53 100 15,351 15,504 △0 27,002

評価・換算差額等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 262 △8 253 200 34,003

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予
約 権 の 行 使 )

23

剰余金の配当 △1,560

当 期 純 利 益 1,298

自己株式の取得 △6,308

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

△114 1 △112 72 △40

当期変動額合計 △114 1 △112 72 △6,587

当 期 末 残 高 147 △7 140 272 27,415
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの…移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ…時価法

2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で
均等償却する方法を採用しております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一
の基準によっております。ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込み利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

（2）賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計
上しております。

4．重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件
を満たしている場合には、特例処理を行っております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段……………金利スワップ
　ヘッジ対象……………借入金

（3）ヘッジ方針
　主に当社の内規で定める管理規程に基づき金利変動リスクをヘッジしております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段及びヘッジ対象については、個別取引ごとヘッジ効果を検証しております。
　ただし、金利スワップで特例処理の要件を満たしているものは、有効性の評価を省略し
ております。

5．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を

当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税
金負債は固定負債の区分に表示しております。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記
1．有形固定資産の減価償却累計額 5,891百万円
2．保証債務

　次の関係会社の取引先への仕入債務に対して債務保証を行っております。
株式会社ゲオ 125百万円
株式会社グラモラックス 49百万円

3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
(1)　短期金銭債権 5,327百万円
(2)　長期金銭債権 1,304百万円
(3)　短期金銭債務 646百万円
(4)　長期金銭債務 12,135百万円

Ⅳ．損益計算書に関する注記
1．営業収益及び営業費用

当社は持株会社であり、「関係会社受取配当金」、「関係会社受取手数料」が主な収益とな
ることから「営業収益」として表示し、営業収益に対応する費用として「営業費用」と表示し
ております。

2. 関係会社との取引高
(1)  営業取引高
　   営業収益 6,977百万円
     営業費用 599百万円
(2)　営業取引以外の取引高 141百万円

  3. 減損損失
     当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

富山県氷見市他5件 賃貸用資産 土地等 60

愛知県名古屋市中区 その他 － 1

合計 61

  資産のグルーピングは、賃貸用資産に関しては、各物件毎にグルーピングしております。
  閉店及び売却する事が決定した賃貸用資産については当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失（60百万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、
土地51百万円、建物8百万円、構築物0百万円であります。
  なお、当該資産の回収可能価額は使用価値と正味売却価額とのいずれか高い価額より測定して
おり、使用価値は、将来キャッシュ・フローを7.4％で割り引いて算定し、正味売却価額は、公示
価格等に基づいて算定しております。

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末の自己株式の種類及び数

普通株式 36株
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VI．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 484百万円
投資有価証券評価損 940 〃
税務上の繰越欠損金 155 〃
収用換地等による差益 429 〃
その他 900 〃

繰延税金資産小計 2,909百万円
評価性引当額 △ 2,540 〃
繰延税金資産合計 369百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △ 60百万円
その他 △ 71 〃

繰延税金負債合計 △ 131百万円
繰延税金資産の純額 237百万円

Ⅶ．リースにより使用する固定資産に関する注記
  貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要な固定資産として営業
用車両があります。

－ 14 －



Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種 類 会社等の名称

議決権等の

所有(被所

有)割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取 引 金 額

(百万円 )
科 目

期 末 残 高

(百万円)

 子会社

㈱ ゲ オ
所有

直接100.0

店舗の転貸及び

資金の援助

役員の兼任あり

経営指導料他 6,030 売掛金 340

出向者給与

及び賞与
19,294

流動資産その

他（未収入

金）

1,266

資金の貸付 11,800
流動資産その

他（関係会社

短期貸付金）

3,000資金の回収 11,900

利息の受取 36

リース料の受取 -

流動資産その

他（リース投

資資産）

107

投資その他の

資産その他

（リース投資

資産）

1,304

店舗の転貸 108
長期預り保証

金
12,123

㈱ チ ェ ル シ ー
所有

直接100.0

資金の援助

役員の兼任あり

資金の貸付 100
関係会社長期

貸付金
1,910資金の回収 130

利息の受取 13

（注）1．取引金額には消費税等が含まれておりません。
      2. 取引条件及び取引条件の決定方針等

　経営指導料については、業務の内容を勘案し、決定しております。
　出向者給与及び賞与については、当社の給与規定に基づき、出向者にかかる人件費相
当額を受け入れております。
　資金の貸付については、貸付利率は当社の調達金利を勘案し、決定しております。
　店舗の転貸における長期預り保証金については、原契約と同条件により転貸しており
ます。
　リース資産の転貸については、原契約と同条件により転貸しております。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
1． １株当たり純資産額 618円53銭
2． １株当たり当期純利益 28円94銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

Ⅺ．連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制適用会社であります。

Ⅻ．その他の注記
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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